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「奥尻町移住定住促進事業」入札説明書等に関する質問への回答書 

 

 このことについて、下記のとおり回答いたします。 

記 

質問事項 回   答 

設計企業及び工事監理企業は「令和 7年度奥尻町

測量およびコンサルタント等業務入札参加資格

者名簿に登録されており、業種が「建築関係建設

コンサルタント」であること。」と記載がありま

すが、奥尻町の入札参加資格審査申請書では対象

の項目がありません。 

業種を「建築設計」に読み替えてよろしいですか。 

読み替えて問題ありません。 

各図面の縮尺を指定されていますが、A3 判に納

まる範囲で、任意に縮尺を調整してもよろしいで

すか。 

調整頂いて問題ありません。 

全体配置図に緑化の範囲と主要な樹種の記載を

求められていますが、 

敷地内の植樹は必須でしょうか。 

敷地内の植樹の必要性の可否を含めて提案い

ただくことで問題ありません。 

「廊下有効幅員は、900 ㎜以上」との記載があり

ますが、構造を木造とした場合、一般的な廊下幅

は 780 ㎜程度となります。 

共用廊下、住戸内の廊下ともに 900 ㎜以上必要で

すか。 

780～800mm 程度で可とします。 

「使用するガラスは飛散防止を講じること」と記

載がありますが、延焼の恐れのない部分に設置す

る窓についても、すべてのガラスに飛散防止を講

じる必要がありますか。 

必要となります。 

「災害時に、避難所として活用可能な配慮をする

こと。」との記載がありますが、ハザードマップ

によると計画地は、津波、洪水、土砂災害警戒区

域となっております。また、近隣の谷地生活館が

指定避難所となっております。 

計画地を避難所としての活用の必要性はありま

すか。 

また、避難所として活用する場合、近隣住民の避

本施設を避難所として活用することは必須と

しないこととします。 



難の受入れも考慮しますか。 

測量調査について、奥尻町ホームページの本事業

の入札公告に関するページで「※測量調査結果に

ついては後日公表予定」との記載があります。 

測量調査については事業者側で行わなくてもよ

ろしいですか。 

また、事前に計画地の形状、位置のわかる資料を

頂けませんか。 

測量は事業者側では不要とし、計画地の形状、

位置の分かる資料は別途公表します。 

ア.地質調査、イ.ボーリング調査と記載がありま

すが、木造２階建ての比較的軽量の建物のため、

サウンディング試験でもよろしいですか。 

ウ.土壌汚染調査に関しては令和8年2月13日公

表の「奥尻町移住定住促進事業 実施方針等に関

する質問への回答書に則ってよろしいですか。 

また、「周辺家屋等影響調査・対策」の範囲は、

基礎の掘削最深部分から土壌の地質による影響

範囲内に建っている家屋でよろしいですか。 

ご認識のとおりで問題ありません。 

CASBEE の評価認証取得については、令和 8 年 2

月 13 日公表の「奥尻町移住定住促進事業 実施方

針等に関する質問への回答書に則って、評価認証

取得については任意でよろしいですか。 

同じく、ZEH についても認証取得は任意でよろし

いですか。 

 

民間事業者の提案に委ねることとしています

ので、任意で問題ありません。 

令和 8 年 2 月 13 日公表の「奥尻町移住定住促進

事業 実施方針等に関する質問への回答書に則っ

て、住宅性能評価の取得については任意でよろし

いですか。 

 

民間事業者の提案に委ねることとしています

ので、任意で問題ありません。 

取得する交付金の予定がありましたら、交付金の

種類と申請スケジュールをご教示ください。 

また、交付金の採択が決定するまで工事着工でき

ないなど、事業の工程に影響が無いかご確認をお

願いいたします。 

交付金については、すでに採択されており、

複数年度事業として行うため、基本的には事

業の工程に影響はありません。 

「あらかじめ町の承諾を得た場合に限り、事業者

の株式の全部又は一部に対して担保を設定させ

ることができる」とありますが、法令等に反しな

本事業に係る資金調達を目的として金融機関

に対して株式担保を設定する場合について

は、法令及び契約の趣旨に反しない限り、町



い範囲で、本事業のために融資を行う銀行その他

の金融機関に対して担保権を設定する場合は、貴

町は、合理的な理由なく承認を留保・拒絶・遅延

されることはない、という理解でよろしいでしょ

うか。 

は合理的理由なく承諾を拒否・留保又は遅延

することは想定していません。 

ただし、事業の安定的遂行や支配構造への影

響等の観点から、必要な範囲で内容を確認の

上、承諾の可否を判断します。 

「本件業務に関し事業者に出資する金融機関若

しくはその代理人」とありますが、『出資する金

融機関』は『融資する金融機関』の誤りではない

でしょうか。 

ご指摘のとおりで文言について必要に応じて

修正します。 

基準金利について「TONA ベース 15 年もの」とあ

りますが、「TONA ベース 20 年もの」の誤りでは

ないでしょうか。意図的であれば、維持管理・運

営開始日から本事業期間の終了（支払最終回）ま

でが約 20年間であるのに対し、基準金利は 15 年

ものと、不一致とされた理由をご教示ください。 

金利は TONA ベース 20年ものとします。 

「住宅の実施設計を元受けとして完了した実績

を有していること」との要件について、当該実績

は設計業務を担う企業に求められるものと理解

しておりますが、建設企業についても同様の実績

が必要となるのか、ご教示ください。 

原則として設計業務を担う企業に求める要件

であり、建設企業に対して同様の設計実績は

求めません。 

入札予定価格は、事業契約締結後の物価変動によ

る増減額を除く額であるとされていますが、契約

締結後に著しい物価変動が生じた場合には、奥尻

町と契約者間で協議の上、契約金額の見直しが行

われる可能性があるとの理解でよろしいでしょ

うか。ご教示ください。 

事業契約書に基づき、必要に応じて町と事業

者の間で協議の上、契約金額の見直し等を行

うことを想定します。 

本事業では建設業務責任者の事前選定が求めら

れておりますが、事業の特性上、工事開始までの

期間における人員配置の見直し等により変更の

必要が生じる可能性があると考えております。 

このため、合理的な理由がある場合においては、

発注者の承認を条件として建設業務責任者の変

更を可能とする運用をご検討いただくことは可

能でしょうか。 

やむを得ない事情により変更が必要となる場

合には、合理的な理由があり、かつ同等以上

の能力・実績を有する者であることを条件と

して、町の承認を得た上で変更を認めます。 

「本事業期間中に基準金利の改定は行わない」と

ありますが、事業契約書（案）50P には「基準金

利は、（中略） Refinitiv（登録商標）より提供

されている午前 10 時 30 分現在の東京スワッ

金利は TONA ベース 20 年ものとします。 



プレファレンスレート（TONA 参照）として 

JPTSRTOA=RFTB に掲示されている TONA ベース 

15 年もの（円／円）金利スワップレートとする」

と 20 年の事業期間（割賦支払期間）より短い指

標が採用されています。当該条件では融資金融機

関から融資が受けれない可能性があるため、基準

金利の見直し条項を追加頂けませんでしょうか。 

  

 


